東社協・福祉施設経営相談室のご案内
東京都社会福祉協議会では、社会福祉法人の経営、福祉施設の運営に関する相談に応じるため、下記の相談室を設置していますので、お気軽にご利用ください。守秘義務厳守。相談はいずれも無料です（東京都の補助事業）。事前相談もお待ちしています。


（法律専門相談員：弁護士　小嶋豊郎）


　　　　 

（会計専門相談員：公認会計士・日本公認会計士協会副会長　宮内　忍）

（労務専門相談員：社会保険労務士・前東京都社会保険労務士会副会長　小澤　勇）

（専任経営相談員：東社協福祉部　主幹　長谷川保夫）
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＊以下に、実際の事例をもとにフィクションしたものを掲載します。

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（１３件）
　

	写真のモデルにならないかと誘われ、思わず契約してしまった。指定された場所に行かずにいたら損害賠償請求された。怖くて震えている利用者をどう支援したらよいか（児童）

	花見で公園に行ったが、利用者がトイレに行くといってそのまま自宅に帰ってしまった。親から一時行方不明となったことに対する職員の不法行為責任と使用者責任の賠償請求をされた（障害）



　　　　　　　　　　　　（２３件）

	グループホーム入居時に受け取る額のうち、①不返還部分②１０年間に亘り償却する部分③返還金が生じた場合の仕訳はどうしたらよいのか（障害）

	全面改築した建物の自己資金分を誤って基本金に計上した。どうしたらよいのか（法人本部）



　　　　　　　　　　　　（２０件）

　　　　　　　　　　　　

	公共交通機関を通勤の条件として交通費を支給しているが、職員が雨の日にマイカーで通勤した場合に事故に遭ったときでも通勤労災は受けられるか（老人）

	法人の都合でデイセンターを休止することになった。有期契約職員への補償としては休業手当支給か年休付与か教えてほしい（法人本部）


　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　（１，１８８件。内、来所相談２０３件、通信相談９８５件）
　　　　　　　　　　　　
	利用者の姉から利用者の実印登録を求められている。成年後見人等を申し立てた方がよいか（障害）

	利用者の親死亡後、家の後片付けに行ったら高額布団の残債があった。どうしたらよいか（児童）

	市が債務負担行為を履行しないといってきた。対策を教えてほしい（老人）

	先行法人の実践を踏まえた人事考課実施上の留意点を知りたい（老人）

	①人件費比率②常勤・非常勤比率③実際の職員配置④経常収支差額の都内の相場を知りたい（老人）

	認証保育所を経営しているが将来を考えて、社会福祉法人で認可保育園を作りたい（保育）

	①定数１３名の評議員会の議長が初めからは議決に加われないとのことだが、そうすると議決には最低８名の出席が必要となるのか②共同代表権の登記手続を知りたい（法人本部）

	①同一任期日の役員・評議員の改選手順②産業医の探し方を教えてほしい（法人本部）

	他法人の理事は理事要件にいう学識経験者に該当するか。該当する場合その根拠が知りたい（保育）

	理事長、施設長が異動した場合の変更手続事項を知りたい（法人本部）

	グループホームの夜間体制をどのようにしたらよいのか（障害）

	通所更生施設だが、作業指導による剰余金を工賃として支払った方がよいものなのか（障害）

	タイムカードによる出勤管理と超勤管理をどのように行ったらよいのか（老人）

	ヘルパーが深夜ひったくりにあった。事業者として補償すべきであるか（老人）

	小規模授産の基本財産基金1千万円は基本金となるのか（障害）

	賞与引当金を資金収支計算書の予算に反映させる方法はあるのか（法人本部）

	①前期末支払資金残高が３０％を超えたらどうなるのか。②仕訳勘定科目を教えて欲しい（保育）

	東京都１１４７号通知は改正通知されるのか（老人）


利用者の権利擁護、利用者・家族からの訴え、職員処遇、その他法人経営


・理事会運営に係わる事案に、弁護士がご相談に応じます。相談日時をご


予約いただく必要がありますので、下記相談室までお電話ください。


来所相談は、３日以内に随時相談日を設定します。





新会計基準（会計基準・指導指針）、会計関連通知における会計処理方法など、公認会計士がご相談に応じます。下記相談室までお電話又はＦＡＸしてください。














就業規則、人事・労務管理全般について、社会保険労務士がご相談に応じます。下記相談室までお電話又はＦＡＸしてください。


来所相談は、３日以内に随時相談日を設定します。














この他、法人経営、施設運営全般及び法人設立、新規事業創設に関するご相談に専任経営相談員がお受けします。月曜日～金曜日の午前９時～午後５時まで電話、来所、ＦＡＸ、Ｅメールでのご相談にお応えします。











TEL　０３－３２６８－７１７０（相談室直通）





東京都社会福祉協議会　福祉部　福祉施設経営相談室　


〒１６２－８９５３　新宿区神楽河岸１－１（セントラルプラザ５階）


ＴＥＬ　０３－３２６８－７１７０　ＦＡＸ　０３－３２６８－０６３５


Eメール　� HYPERLINK "mailto:keieisoudan.@tcsw.tvac.or.jp" ��keieisoudan@tcsw.tvac.or.jp�











平成１６年度は１，２４４件のご相談がありました。1，0４５件の相談がありました。
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